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は じめ に
多くの国々でここ数年,選 挙制度,お よびこれ と密接な関係をもつ政治
資金制度の改革や,改 革にむけた取 り組みがおこなわれている。最近でも,
イタリアは1993年4月 に国民投票により,政党交付金 を廃止す るとともに,
小選挙区を基本 とす る選挙制度 を導入 した。フランスは,94年12月 に政党
への企業献金禁止,法 定選挙費用の30%引 き下げなど,政 治資金規正の強
化 と選挙運動費用の強化 をおこなっている。 日本でも94年3月4日,す で
に同年1月29日 に成立 していた政治改革関連4法 を一部変更 したうえで成
立させた。これら4法 には政治資金 ・公的助成 ・腐敗防止に関す る規定を




の行 き詰 まりを打開する必要が生 じてきたことが挙げられる。すなわち,
これまで国家は冷戦構造の存在 ・脅威 をアピニルすることで政府に対する
国民の反論 を押さえつけ,政 府が作 り出す政治状況や政策を追認すること
を強いて きた。 しか し米 ソ対話の開始,さ らにはソ連の消滅に代表される
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共産主義の 「消滅」により,国 家の国民への強制力は根拠 を失ないは じめ
た。そうした中,イ デオロギ7を 優先 しでき・た国家 ・社会において,長 期
にわたって醸成 されてきた汚職構造が急速に表面化 したのだった。つまり
今 日においては,新 しい政治制度の選択が可能になったと同時に,そ うし
た新制度の選択が不可避となったとも言えるのであるω。
とこzで 日本では,9y年3月 に政治改革関連4法 が成立 していらい政治
改革論議 は皆無 ともいえる状況になった。 これは4法 の成立により,そ れ
までも政治制度改革にあまり乗 り気でなかった多 くの政治家たちが,リ ク
ルー ト事件以降の政治改革論議を終結させ たいか らに他ならない。 しか し
政治資金規正に関 しては,新 制度が必ずしも十分でないこ とは提案 した当
時の政府 自身が認めているところであ る②。さらに4法 成立以降,「立法の
精神」 を無視 して,企 業に巨額の献金要請 をし,企 業や業界団体がこれに
応諾するなどの動 きすら見られる(3)。これは法改正後はじめて実施 される選
挙以前に,新 基準を見直す動 きに発展 しかねないものである。
本稿では,94年 の4法 で 日本の政治改革を終わ りとす るのではな く,今
後いっ、そ うの改善を図ることを念頭に置き,以 下の二つの視点から分析を
おこなうことにする。第1に 選挙や政治資金に関する改革が必要 となった
背景 を分析す ることにする。具体的には,各 国での,近 年 における資金 ・
腐敗状況 を明らかにすることでこれを行 う。第2に これまで各国でどのよ
うな制度改革や規制がおこなわれて きたか,そ れらがいかなる効果を発揮
してきたのかを,制 度の変遷,お よび政治資金の使われ方や政治腐敗の実
態 を見ることで明らかにす る。そ してこれらにより,日 本における今後の
政治倫理問題の議論のありかた,改 革の方向を検討す る。なお政治資金規
正に長い歴史をもっていることと,紙 幅の関係か ら,分 析対象国をアメリ





政治倫理に関する両国での制度 を見てい く前に,本 稿でいう政治倫理が
何 を指 しているのか明 らかに してお くことにする(比 較のため 日本 も含め
た政治倫理に関する制度一覧を掲載 一表1)。
一般的には,倫 理は道徳 とほぼ同義に用いられ,「個人の行動 を規制する
内面的なもの」 と規定できる。その意味で政治倫理 とは,国 民の指導者で
ある政治家が求め られる道徳であ り,異 性 とのスキャンダルか ら収賄 ・買
収にいたるまで,公 私 にわたる不法 ・不正な行為 を規制す るもの と考えら
れよう。
.日本を例に とってみてもこうした考 えに基づ き,あ る人は精神面でのあ
りかたを,ま たある人は政治腐敗防止のための制度を思い描 く状況にある。
つ まり政治倫理が意味するところは人によってあまりにも多様なのである。
しか も,こ うしたあいまいさに ともなって生 じ為混乱が,政 治倫理面での
改善 を遅 らせてさえいるのである。
他方,外 国での政治倫理に関す る現行規定に目を転 じてみ ると,事 態は
よ り複雑であることがわかる。 たとえばイギ リスでは,大 臣や国会議員は
本来高い見識をもつ ことが前提 となっているため法律で規制す ることはふ
さわ しくない と考えられている。 したがって,刑 罰 としての収賄罪は適用
されず・議院侮辱 として議騨 こよる処罰がなされるだけである・これに対
しアメリカでは,収 賄 自体1ホ刑法上の犯罪 とされるが,議 員が議会 で発言
した り,表決に加わった対価 としての収賄には免責特権が及ぶ特徴をもつ。




表1ア メリカ ・イギ リス ・日本の政治倫理 に関する制度
国 名 ア メ リ カ イ ギ リ ス 日 本
議員の論 上院規則中の倫理規定,下 院 議員 の職務 遂行に あたっての 国会法の「政治倫理」
理綱領, 規則中の職務行為規定 腐敗行為を禁ずる一連の下院 の章,各 議院 の定め





倫 理 綱 ・院に対 する信頼 を損なわぬ ・利害関係登録義務 ・国 民の信頼 に値す
領 ・行為 よ う身を処 す る義 務(下 院) ・有 給公務 職 と兼職禁 止 るよ り高 い倫理的
規範の内 資産公開の義務 ・賄賂 の禁止(議 員の収賄は 義務,清 廉保持の
容 ・他 人か ら贈 与 を受け ること 議 院侮辱に あた り,議 院 自 義務
の制限 身が処罰権 を有す る。) ・全体 の利益 の実現
・議会 におけ る地位に基づ き ・議事 に関連す る専 門的サー をめざして行動す
影響力を不当に公使したこ ビスに対する報酬の受領禁 る義務
とに対する報酬受領の禁止 止 ・疑惑 を もたれ た場
・演 説,著 作等に対す る謝礼 ・個 人的 な金銭的 利害関係に 合は自ら疑惑を解
金受領の禁止 ある案件の表決への参加の 明 し,責 任 を明 ら・選挙運動資金を個人的資金 禁止 かにする義務
から分離する義務(下 院) ・個 人的 な金銭 的利害関係に ・資産 公開の義務
・その職 務にふ さわ しい仕事 あ る議題 について発言す る ・議 長,副 議長,委
をしない者を秘書解雇手当 際,そ の 旨を宣 言す る義務 員長が企業又は団
によ り雇 うことの禁止(下 体の役員を兼ねる
院) こ との禁止及 び制
・禁 固2年 以上の有 罪判決 を 限
受 けた ときは無罪推定 の回
復又は再選まで議事への参
加,表 決 を慎 む義務(下 院)





政治倫理 上院:倫 理委員会 下院議員特権委員会 各議院の政治倫理審
に関す る 下院:職 務行為規範委員会 査会
委員会
違反に対 議院の秩序を乱す行為として 議院侮辱にあたると認定され 行為規範の遵守の観






汚職に対 議院の収賄は刑法上の犯罪と 議院 の収賄 は制定 法,コ モ ン 議員の収賄は刑法上
する刑事 なる。 議会での発言表決 の対 ロー いずれの犯 罪に もならな の犯 罪 とな る。議会
制裁 との 価としての収賄には免責特権 い。 ただ し,議 院 侮辱 として での発言表決の対価
関係 が及 ぶが,い ずれ も除名 を含 議院自身が除名を含む処罰権 としての収 賄に は免










る。 しか も重要なことには,政 治倫理は,思 想的背景 としても,実 体の歴
史 として も,ど の国において も,い つの時代 も,さ らにはだれに対 して も
同 じように求められたわけではないのである。
異性 とのスキャンダル問題を取 りあげてみよう。 日本はこの問題に対 し
比較的寛大 とされるが,ま ず第2次 大戦後の状況から見てみることから始
める。のちに 自由民主党結成の立役者 となる三木武吉が46年 選挙運動 中に
対立候補者か ら,「ある有力候補の如 きは,メ カケを四人もつれている」と
論難されたのに対 し,「その有力候補 とは不 肖三木武吉であ ります。……私
にはメカケが四人あると申されましたが,事 実 は五人であ ります」 と答え
ている。伝記 『三木武吉』はこのことをある種の英雄伝のエピソー ドとし
て記 してお り,二 人の代議士がこれ を肯定す る談話 も載せている(5;。反面,
相当に時代は下 るが,89年 に宇野宗佑首相は女性問題が露呈 したことが大
きな原因の一つになり退陣に追い込 まれている(6)。他方で異性問題に厳格 と
されるアメリカでは,こ の問題でそれまで多 くの候補者が選挙戦の維持 を
断念 してきたこととは対照的にの,92年大統領選でクリン トン候補はスキ・ヤ
ンダル発覚に もかかわらず当選 を果た している。またフランスでは,94年
秋の ミッテラン大統領の隠し子報道に対 し,フ ランスのマスコミや世論 は
隠し子がいたことではな く,概 してプライバ シーを暴露 した報道自体に否
定的態度 をとったのである(8)。
こうした異性スキャンダル以外の問題は もちろん,も っと長いスパ ンで
政治倫理の捉え方の変遷 を見てみると,そ の意味するものが大 きく異なっ
ているのである。 こうした多様性は,広 くは政治的,社 会的,歴 史的文化
の相違に基づ くものにほかならず,狭 義には,国 民(有 権者)が 政治家や
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議 会 を どの よ うに捉 えてい るか にかかわ ってい る とい えよ う。 しか もそれ




理面全般にわたって政治家 を規制 しようとす ることは容易ではない。 しか
も公的な政治生活か ら私的な 日常生活全般にわたる倫理 を,す べての政治
家に求め ることは非現実的 といわなければならない。 くわえて有権者のほ
うに 目を向けてみると,政 治家を取 り巻 く国民や企業家が内心で何 を考え
ているか,あ るいはカゲで何 をしているのか全てを知 ることはできないし,
その内心 を規制することも不可能である。つ まりヒ トの面か らも政治倫理
への取 り組みが非常 に難 しいことがわかる㈹。
ともあれこうした困難な条件を前にして今 日,ど の国で も政治 とカネを
め ぐる問題を規制することに主眼をおいている。 これは第1に,部 分的に
せ よ政治倫理を規制する制度 を設ける場合,金 額や支出入先などを明 らか
にすることで客観的判断が可能になるからである(11。
第2に は,実 際に政治を運営 してい くに際 して,政 治とカネの問題がも
っとも重大な意味をもつか らにほかならない。 この点について次の5つ の
側面か ら説明 してお きたい。㈲政治家がその役職 を利用 して金品を不正に
着服 した り,金 品提供者に有利になる政策決定や行動 をとる場合,政 治の
重要 な機能の一つである政治的資源の分配に不公平を生むことになる。(イ)
逆に金品提供者の方から見てみると,提 供の動機 は一様ではな く複数の理
由が混 ざりあってもいるが(12),一般的に政治家に対 してより大量に金品を
提供 できるものがいっそうの便益 を受けることに もつなが り,政 治腐敗 ・
汚職 の問題に も拡大 してい く。(ウ)選挙の際に候補者の資金量に大きな隔た
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りがある時,一 般的には資金量が豊富な者が有利にな り,代 表者選 出に歪
みが生ず る恐れがある。その資金が候補者によって不正に集め られたり ・
支払われた りした場合に,問 題は さらに深刻 となる。ω上記の(の・(イ)のよ
うな状況の下では政治家や政治に対する国民の信頼が失なわれるとともに,
政治的正統性が損なわれる。(オ)特定の利益 と関係 をもつ候補者(現 職が多
い)が 多額の政治資金 を用意 しやすいことは,逆 に政治資金の少ない新人
候補の参入を阻害することにな り,政 治が硬直化することになる。
第2章 アメ リカ合衆国(ア メ リカ)に おける政治倫理
第1節 現 状
アメリカにおけ る政治倫理に対す る取 り組みに関 して,現 行制度の基本
になっているのは,1971年 に制定された連邦選挙運動法,お よび大統領選
挙運動基金法であ る。 これ ら2法 とその改正法により,ア メリカに特有 な
仕組みである,政 治活動委員会(PAC),チ ェックオフ制度,マ ッチングフ
ァン ド方式などの整備 ・新設がなされてきている。なおこうした制度の完
備は,70年 の コモン ・コーズ結成に代表 される市民運動の展開G3),72年 の
ウオー ターゲー ト事件,数 回にわたる裁判所の判決などを契機 として進め
られてきた。すなわち,さ まざまなレベルでのアメリカ国内の多様 な組織・
機関 と国民意思 との相互作用を中心に,政 治倫理問題への対処が行われて
きたわけである(日 本のように,当 事者である政治家自身によるお手盛 り
の法律 とは異なっている)。
では具体的に実態を見てい くことにする。92年 に実施 された上下両院選





資金 と断定 はで きないが,現 行 の諸 規制 をつ くった本来 の意 図 とは相容 れ
な い 「抜 け道」 に なってい るこ とは間違 いな い。 ニ ュー ヨー ク ・タ イム ズ
とCBSが91年 秋 に実施 した世論調 査 に よる と,政 治家 が 「金銭面 で腐敗
してい るか,あ るいは正 直か」と尋 ね たのに対 し,「 正 直で あ る」と答 えた
もの が34%し か いなか った こ とは こ うした現状 を反映 した もの と考 えられ
る(均。 ま た現 に,依 然 として解 明 されてい ない ク リン トン大統領 の ホワイ
トウォー ター疑惑(15}などが,不 正 ・疑 惑 として存在 してい るのであ る。





















選挙 費用 の増大 で ある。94年 の中間選挙 で は,そ れ まで最 高 であ った92年
選 挙 時 を8750万 ドル上 回 り,総 額 で約5億8950万 ドル が使 われ た。個 人別
の最 高額 は カ リフォルニア州 上院選 で落選 した共和 党候 補 で約2900万 ドル,
当選 した対立候 補の方 はお よそ1400万 ドル を費や してい る(16)。この こ とは
図1か らもわか るよ うに,平 均選 挙 費用 の増加 に もつ なが ってい る。
第2は,相 手攻撃 のCMな ど,資 金 の 多 くが メデ ィアお よびその関連 に
用 い られて い る点で あ る。政策 よ りもイ メー ジ中心の選挙 に なる恐れが あ
る(ia;。
第3はPAC数(と くに企業 が設 立 したPAC)と その献 金額の 急増,お
よびその献金 が各候 補 の政治 資金の大部分 を 占め て いる ことであ る。例 え
ば,74年 末段 階で608で あ ったPACの 総数 は92年 末に は4195に の ぼ ってい
る(同 年 の企業PAC数 は89か ら1735)(19)。PACに よる献 金総額 は92年 だ
け で1億7800万 ドル以上 で,候 補 者の収 入に 占め る割合 では32%に 及 んで
いる(20}。
第4はPAC献 金が現職 の候 補者 を優 先 してお こなわれている点である(表
2)。 これ は総 資金量 に差 を生 じさせ,当 然の こ となが ら支 出額 に開 きを も
表292年 選挙 当選者のカテゴり一別収入源の比率(21》(%)
下院新人 下院現職 上院新人 上院現職
PAC 29 43 15 29
個 人(200ド ル 以上) 31 27 30 29
個 人(200ド ル 未満) 20 18 7 17
本 人 12 4 7 一
政 党 5 3 14 6
その他 2 5 4 8












たらし(表3),一 般的に現職の再選率 を高め ることに役立っていると言わ
れている(図2)。 ここから献金者(と くに企業)と 現職政治家の間に癒着
が生 じる恐れがある。
第5は ソフ トマネー と呼ばれる,連 邦選挙運動法で規定された資金(ハ
ー ドマネー)以 外の存在である。これには寄付制限はな く,規 制限度を超
えた献金や,連 邦選挙運動法で禁 じられている人(集 団)で も献金が可能






























規制 がゆ るや か な州 の政党委員 会へ 多額 の献金 を集め,こ れ を政 党全国委
員会 を経 由 して州 にわたす な どの手段 が とられ るよ うに なった。 その実 態
は必 ず し もは っき りしないが,コ モン ・コー ズの調査 に よる と,93年1月
1日 か ら94年10月19日 まで,共 和党 は1155万 ドル を企業 か らソフ トマネー
の かた ちで受 け取 り,民 主党 のそれは同期 間に525万 ドル であった。これ も
94年 選挙 での共和党圧勝 の一大 原因 であ る と指摘 され てい る(24}。
第2節 連邦選挙運動法の成立まで
アメリカにおける政治資金規制の歴史に関 しては,ア メリカ国内は もち
ろん,日 本をは じめ多 くの国で研究がなされている。ここではそれらの先
行研究に依拠 しつつ論 を進めることにす る。
政治とカネに関する取組みの最:初は,1867年 に連邦公務員が軍工廠労働
者に寄付金要請することを禁 じた法律であった。ついで83年 には,連 邦公
務員に対 し政治的寄付 を禁 じた連邦公務員法(ペ ン ドル トン法)を 制定 し
ている。それまでの猟官制 の時代には,連 邦政府に公職 を得 るために寄付
が しばしば行われていたか らであった。このペン ドル トン法の制定は,一
方で政治家の企業献金への依存度を高め ることにつなが り,他 方で企業が
政治過程 に大 きな影響力をもつ とともに,株 主の意思を無視 したり企業活
動の 目的を逸脱 させることにもなった。
こうしたなか,1907年 に連邦腐敗行為防止法(テ ィルマン法)が 成立 し
た。大統領候補 ・連邦議員候補に対する企業献金禁止の始 まりとなる内容
をもっていた。 この後,公 開法,お よびその改正法が定められ,予 備選 も
含めた選挙前後の収支報告,100ド ル以上の寄付者名の報告が義務づけられ,
上下各院候補者の支出はそれぞれ5千 ドル,1万 ドルに制限された。しか
し21年 に最高裁(ニ ューペ リー判決)が 公開法が予備選 を対象に含んでい
るのは違憲 としたため,同 法は改正 を余儀な くされた。 しかも同年,政 府
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所有の油田貸 し付けの代わ りとして,あ る石油会社が共和党の借金 を肩代
わ りする事件(テ ィーポッ ト・ドーム事件)も 明 らかになった。選挙がな
い年であったため,公 開法に基づ く収支報告の義務はなかったのである(25}。
25年 になって連邦腐敗行為法が,そ れまで個別に存在 した政治資金関連
法を統合 して成立 した。含みた司法面 ・実際面での問題に加え,女 性の参
政権獲得 による有権者数増大,面 積 ・人口の多寡にかかわらず一律に支 出
制限 を行 うことの矛盾などが制定の背景であった。同法は,寄 付額への制
限 ・政治活動委員会(PAC)へ の毎年の収支報告の義務化 ・予備選挙の除
外・PACの 定義拡大などを内容 としていた。 しか し問題点 も多 く抱 えてい
た。 まず,現 実には予備選挙 と本選挙が一体化 している中で予備選だけを
除外することは意味 をもたなかった。PACに 関 しても,2州 以上にまたが
って活動す るものは規制の対象 とされたが,1州 内の ものは放置されたた
め 自由な活動ができた。また候補者 とPACの 関係を明らかにする必要がな
かったことから,一 人の候補が複数のPACを 作 ったり,候 補 とPACが 無
関係に資金 を収支 した。 くわえて,監 督機関がな く,収 支報告書提出の督
促や報告書の内容調査などができなか ったのである。この外に もい くつか
の問題 を抱えてはいたが25年 法は,初 めての包括的な政治資金規正法であ
り,71年 に連邦選挙運動法が成立するまで存続 した。
その間,43年 のス ミス ・コナ リ一法 を経て,47年 成立のタフ ト・ハー ト
レー法に より労働組合の政治献金が禁止になるとともに,そ れ までの規制
に一部改正がおこなわれた。 ともあれ この時点までに連邦 レベルでは,企
業 ・労働組合 による政治献金が予備選挙まで含めて全面的に禁止されるこ
ととなったのである(26)。
50年代になると選挙費用が増大 しは じめる。マスメディアの時代 に突入




化 したことなどが理由であった(2η。このため候補者はよ り大口の献金者 を
求め るようにな り,逆 に,大 口献金が可能な組織や裕福な献金者のほ うが
影響力を発揮 しやすいという事態が生 じてきた。問題 を解決すべ く,連 邦
議会は実態調査の実施や改革案の提示 をしたが成果は上がらなかった。
第3節 連邦選挙運動法 とその後
現行の政治資金規正の原型 となる連邦選挙運動法が71年 に成立 した直接
の原因になったのは,市 民団体 コモン ・コーズによる共和 ・民主両党の全
国委員会 に対する支出制限違反訴訟であった。これによ り成立 した71年 法
は,候 補者 自身による自分の選挙運動に対する寄付制限 ・マスメディアへ
の支出制限を設けるなどの量的制限なども課 していたが,同 時に,あ るい
はそれ以上に収支公開を徹底 させ ることで規制を図ろうとした。 またそれ
まで法的にはあいまいな存在であったPACを 合法化 し,年間1千 ドル以上
の支出入があるもの と規定 した。 なお同年に制定 された歳入法によって,
税制面で優遇することで個人献金の奨励 を図った(86年 まで継続)。
翌72年 になると同法は大幅な見直 しをせ まられることになった。原因の
一つはウオー ターゲー ト事件の発覚にともなうものであった。この調査過
程 でニクソン大統領再選委員会による不正 な資金集めが明らかになった。
もう一つは,同 年の選挙の際に大 口献金者が存在 したことである。 これら
二つの事実は収支の公開だけでは十分な規制がおこなえず,量 的規制の必
要性 を示 していた。 くわえてこの選挙後,議 会の監視官から約7千 件の違
反が,会 計検査院長官か ら約100件 の違反が司法省に報告 されたがほ とんど
起訴 されず㈹,こ のことが独立 した監督機関の設置 を必然化 したのだった。
74年 に も改正がおこなわれた。最:大の眼目は,25年 の連邦腐敗行為法に
規定 されていた寄付 ・支出制限を復活させたことである。具体的内容 とし




数候補者PAC(6カ 月以上登録 され,50人 以上か ら寄付 を募 り,5人 以上
の候補に寄付 した もの)の 寄付 を一選挙一候補に対 し5千 ドルまでとする
(これにより企業PACの 設立が助長された)。(⇒上下院の予備選・本選挙 に
新たに支出制限を設け る。(オ)マスメディアへの支出制限を廃止する。なお
これ らの事項 を監督す る独立機関 として,連 邦選挙委員会(大 統領 ・下院
議長 ・上院仮議長が各2名 の委員 を任命)が 設置されている。
ところが76年 に入って,最高裁 で注 目すべ きバ ッタリー判決がなされた。
内容の一つは,74年 法が定めた支出制限が表現の 自由を規制 しているため
違憲であるとした判断である。なお寄付は間接的な表現の自由であるとみ
なし,こ れに制限を加えることは合憲であるとした。 もう一つは,連 邦選
挙委員会について,行 政権 を行使することになる6人 の委員中4人 も議会
(両院議長)が 選出することは三権分立に違反するとしたことであった。 こ
のため同年,連 邦選挙運動法は改正 され,寄 付制限を強化することで支出
の抑制 を図ることになった。例えば,個 人 ・PAC(多 数候補者PACは 別)
への寄付は年間5千 ドルに制限され,全 国政党委員会への寄付は年間2万
ドル まで とされた。他にも細かな規定がなされた。 なお連邦選挙委員会委
員 は大統領が指名 し,上 院の承認 を得ることに変更された。
ウオーターゲー ト事件を起点 とする改革への取 り組みは,76年 の議員の
女性スキャンダル事件,翌 年の韓国ロビーによる議員への贈賄事件(コ リ
アゲー ト事件)な どが発生 したこともあり引 き続 きおこなわれていった。
とりわけカー ター大統領は,自 ら資産公開をおこな うとともに,78年 に政
府倫理法を成立させている。主な内容は次の とお りであった。(力正副大統
領(お よび候補者)・ 両院議員(お よび候補者)・ 連邦判事 ・上級公務員に
資産報告書の提出を義務づ けるもので,100ドIV以 上の謝礼などの所得,100
ドル以上の贈 り物,1千 ドル以上の資産などを報告対象 とし,配 偶者 ・扶
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養中の子供の分 も一部対象 とされた(日 本 とは異なり,そ の職によって,
どこからいかに利益 を得 たかのフローを公開)。(イ)本法執行のために政府倫
理局 を設置する。(ウ)退職 した公務員に対し,内 容に応 じ1年 ・2年 ・無期
限と私企業 を代表 して元の職場に接触することを禁 じる㈹ 。
連邦選挙運動法は79年 に も大幅に改正 されている。寄付者氏名の公開基
準 を100ド ルか ら200ド ルに引き上げる,パ ーティー収入を寄付 と位置付け
るなどの規定 とともに,政 党の地方委員会活動 を活発にする目的か ら,投
票促進運動 ・有権者登録推進運動などを同法の規制対象からはずした。 ま
た 「候補者」 として同法の規制対象 となるものを,個 人,あ るいはその個
人が自分のために行動することに同意 した他者が,総 額5千 ドルを越える
寄付 を受領 ・支出した場合 と規定 した。その後 も90年に不動産業者 と5人
の上院議員の黒い関係が問題 となったこと(キ ーティング・ファイブ事件)
をきっかけに,政治資金規制制度の改革に向けた取 り組みが大幅に進んだ(30)。
しか しながら最終的にはブッシュ大統領に拒否権に発動 によ り,問 題は解
決 され ることな く今 日まで続いている。
第4節 大統領選挙
以上に述べた諸法律 と直接 ・間接に関連 し合い,大 統領選挙 とカネにつ
いての規定 も存在する。今 日のアメリカで大統領選挙を特徴づけているも
のの一つは公的助成の存在 である。これは大口献金者や大企業か らの悪影
響=政 治腐敗 を排除す るために制定された,大 統領選挙資金法(1966年)
と大統領選挙運動基金法(71年)に 基づ くものである。民主党のお手盛 り
法 との批判をかわすために,基 金積立ては73年 から,補 助開始は76年 か ら
実施 されることになった。 しか しウオー ターゲー ト事件 を契機 とし72年選




改正により採用 された仕組みは次のとおりであ る。ω助成の対象 となる
ものが本選挙のほか,予 備選挙 ・全国政党大会 まで拡大された。(イ)助成 を
受ける場合には支出制限がある。(ウ)助成の原資である大統領選挙運動基金
は,納 税額の うち1ド ルを納税者が天引 きにより拠出する方式(1ド ル ・
チェックオフ)に よる。ω前回選挙で25%以 上を獲得 した大政党,5以 上
25%未 満の小政党,助 成金支給時の選挙で5%以 上 を獲得 した新政党 と,
候補者への助成金の配分式は政党の状況に応 じて定めた。(オ)予備選挙で助
成が受けられ るのは,20州 以上の各州で,5千 ドル以上 を集めた場合(一
人あた り250ド ルを越える分は算入できない),そ の250ド ル以下の献金総額
分(マ ッチング ・ファン ド方式)。 ただ し支出限度額の半額 を上限 とす る。
このような諸規制が大統領選挙 とカネの面で一定の役割 を果たしてきた
ことは間違いない。72年 にニ クソン対マ クガバン選の費用9140万 ドルを越
.えたのが,88年 のブッシュ対デュカキス選が初めてであったことからもわ
かる〔鋤。 しか し同時に,所 得税の納税者 で1ド ル ・チェックオフに応 じる
ものが しだいに減少 して行 く一方で,選 挙費用の増大により大統領選挙運
動基金に不足が生 じてきた(32}。このため93年 に天引 きにより拠出され る額
は3ド ルに引き上げられている。
第3章 イギ リスにおけ る政治倫理
第1節 現状
一般的にイギ リスは,選 挙にカネがかか らない国として知 られている。
しか しなが ら,ボ ランティアによる戸別訪問を認めていることなども含め
て選挙制度 自体が異なっていること,あ るいは1つ の選挙区の有権者数が




いったい どの程 度の 費用が法定選 挙 費用 として認め られ,実 際 に使 われ
て いるのか を まず見 てみ るこ とにす る。最新 の選 挙が実施 された92年 現在,
支 出制 限額 であ る法定選挙 費用 は,4330ポ ン ドを基礎額 と して次 の よ うに
定め られ てい る。 す なわ ち都市部(boroughconstituency)に お いては4330
ポン ド+有 権 者数 ×3・7ペ ンス,農 村部(countryconstituency)で は4330
ポン ド+有 権 者数 ×4・9ペ ン スで,前 回の89年 選挙 よ りも増額 され てい
る(33)。平均 す る と都 市部 では約6600ポ ン ド,農 村部 でお よそ7400ポ ン ドと
な る。当時 の為 替 レー トを1ポ ン ド230円 として計算 す る と,選 挙 区 の人 口
や,都 市部 か農 村部 かに よって異 な るもの の,候 補者1人 あた りの法定 費
用 は150万 ～200万 円程 度 であ った。
では1人 の候 補 が実際 に どの くらいの支 出 を してい るか の平 均 を政党 別
に見てみ る。92年 総選挙 で は,保 守 党は5840ポ ン ド,労 働 党 は5090ポ ン ド,
自由民主 党は3169ポ ン ドであ った。 そ れぞれの支 出額は法 定費用 の平均 に
対 してお よそ,80%,71%,43%で しかな い(34)。法定選挙 費用 その ものが
比較的少 額 であ るばか りでな く,実 際 に使 われ る費用 は もっ と少 ない こ と
が わか る。 よ く知 られ てい るよ うに候補者 の選挙 費用 は公開義務 が あ り,
20ポ ン ドを越 え る支 出につ いては請求 書 ・領収 書が必要 で ある。 また法定
費用 を超過 した場合 は,当 選 が無効 にな るばか りで な く,7年 間に わた り
当該選挙 区での立候補 が で きな くなって しま う。
つ ぎに92年 当時 の政 党別 の収 入状況 を見 る(35)。保守党 は92年 か ら93年 に
か け,総 額2600万 ポ ン ドの収 入 を得 て いる。 うち1800万 ポン ドは選 挙 区内
か らの献金 ・活動 に よ り,730万 ポ ン ドは党の 中央が集め,430万 ポン ドは
企業 献金,300万 ポン ドは その他 の献金,100万 ポン ドは販売 な ど商業 活動
に よる もので あった。他 方,労 働 党は92年 に1660万 ポン ドの総収 入が あ り,
850万 ポン ドを労働 組合 費か ら,160万 ポン ドを党員か ら,490万Cン ドを資




の収入があるが,92年 には約300万 ポン ドの収入があった。この 自由民主党
や緑の党,ス コットラン ド国民党は主に会費 ・寄付 ・資金集め活動により
収入 を得ている。
このように92年 選挙時で,保 守 ・労働の各党は円に換算すると,お よそ
60億 ～40億 円程度の収入を得ている。 じつは各党に割 り当てられ るテレビ
の選挙放送(保 守 ・労働5回,自 民4回)の 番組製作,新 聞広告,街 に張
り出す背丈よ りも大 きいポスター,党 首 らの遊説などにかかる費用は政党
の負担であり,各 選挙区に対 し援助 もしなければならない㈹。このため政
党収入のほ とんどが選挙に使われているのが実態であ り,87年 までの2大
政党 を見て も近年その額は急増 している(3η。つ まり候補者のそれ とは大き
く異な り,政 党の選挙費用はかな り多額になっているのである。 もちろん
政党の選挙費用収支については,候 補者に対す るような制限 も報告義務 も
ないため,必 ず しも全容が明確なわけではないと考 えられ る。
とはいえ政治資金に関する限 り,こ れまで実質的に野放 しに してきた日
本はもちろん,ア メ リカと比べても相当に低額で選挙が実施 されているこ
とは間違いない。こうした仕組みは,以 下に述べ る1883年 法の制定以来,
現在 までかかって作 られて きているのである。 しか し重要な点は,イ ギリ
スにおいては選挙運動に関する限 り公正 な資金運用がなされるようになっ
たことを意味しているのであって,政 治活動に関する問題がすべて解消 し
たわけではない点である。このことは94年 だけでも,百 貨店ハロッズ との
不正な関係 を取 り沙汰された閣外相2名 が辞任 ・解任に追い込まれるなど
の事態が依然として続いていることか らもわか る。





す でに1467年 には供応 の事 実が 記録 されて いる くらいに(38),世 界で もっ
とも早 くか ら議会 制度が発達 した イギ リスでは腐 敗の歴 史 も同 じよ うに古
い。 このため腐敗 ・違法行為 防止 に対す る取 り組 み 自体 も早 く,15世 紀以
降の買収 の取 り締 ま りに対 す る宣 言は もちろん,法 的措 置に関 して も,1696
年 の供応 禁止 法(TreatingAct)を 初 め として,1729年 に買収 禁止 法(Bribery
Act),1842年 買収供 応の 防止 及 び摘発 法(DiscoveryandPreventionof
BriberyandTreatingAct),そして1854年 には既 存の規制 法 を統合 した
腐敗行 為 防止法(CorruptPracticesPreventionAct)などが制定 されて
い る。 とりわけ1854年 法 では,候 補 者にすべ ての選挙 費用 を算 出させ,こ
れ をチ ェ ックす る会 計検査官 を設 けて いた。 その意 味 では,1854年 法 を本
格 的な規制 法の鳴 矢 とす るこ ともで きる。 いずれ にせ よ上記 の どの規 制法
も,有 罪の場合 は当選 を無効 にす るなど厳 しい内容 を もって いたので ある。
しか しこれ らの規制 法が次 々に作 られ たこ とか らもわか るよ うに,腐 敗
防止 には ほ とん ど有効 で はなか った。事 実,1800年 代 半ば以 降の イギ リス
では,今 日の 日本 と同様,あ るい はそれ以上 に選挙腐敗 が横行 して いた。
具体 的に は供 応,買 収,脅 迫が主 な もの で㈹,直 接買収 が禁 じられ たため
に 「月世 界 の人」(マ ン・イン・ザ ・ムー ン)と 呼 ばれ る よそ者が 隠れ て買収
をお こなった りしたの もこの 頃で あった。腐敗横 行の 原因 としては,32年
の選挙 法改正 に よ り,(力 代表 がそれ までの地域 を基礎 に選 ばれ てい た もの
か ら人 口を基 にす る ものに変 え られ たこ と,お よび(イ)選挙 人登録制 度 の採
用に ともない登録 推進 団体 が作 られ腐敗行 為 を助 長 した こ と,(ウ)67年 に選
挙 権 の資格要件 が引 き下 げ られ有権 者 が著 増(135万8千 →247万7千 人)
したこ と,(⇒72年 に秘密 投票法(BallotAct)が 採用 された こ とな どが あ




この ような中,1880年 選挙においてそれまでて最 悪の腐敗があった。政
府が調査委員会 を設置して腐敗がとくにひどかった8つ の選挙区を調べ た
結果,あ る選挙区では有権者3000人 のうち約600人 が贈収賄容疑をかけられ,
241件 の腐敗実例が報告された(40)。また選挙人のおよそ80%に あたる4000人
ほ どが買収 されているとの証言があった選挙区もあった(41)。秘密投票の導
入により,候 補者が疑心暗鬼となってますますカネをつ ぎ込む ようになる
とともに,相 争 う両候補からカネを二重取 りする有権者が現れたのである。
しか し逆にこのことは一方で,候 補者に買収金の効力を疑わせ;費 用がい
っそ うエスカレー トすることに不安 を抱かせ ることにもなり,他 方では,




選挙 を終え,保 守党から政権 を奪還 した自由党 グラッドス トン内閣は,
腐敗に対 し早速の対処 を迫られた。彼は選挙腐敗の一掃 を公約に掲げてい
たにもかかわらず,自 由党 自体が前与党の保守党よりも多額の資金 を使っ
たこ とが明らかになったか らである。そこでヘ ンリー ・ジェイムズ法務長
官 を中心に対策 を検討させ,腐 敗 ・違法行為防止法案 を議会に提出 した。
ところが同法案はアイルラン ド土地法案をめ ぐる議会の混乱 とその余波に
より,81年 ・82年 と二度 とも審議未了 となった。3度 目の提案がなされた
83年 の討議では,「労働者の多 くは,選 挙の日を収入源 としてあてにしてい
る」,「議員にとって,選 挙区に贈 り物をするのは,結 婚式に贈 り物 をする
ように当た り前のこと」「ある候補が対立候補を罠にかけようと,ス パイを
送 りこんだらどうす るのですか」(42)などの反論・質問にあうことになった。
しかし最終的には,選 挙費用の増大 を懸念 した野党の保守党幹部が法案に
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賛成 し,成 立に いた った。
第3節 腐敗 ・違 法行為 防止法
(TheCorruptandIllegalPracticesAct)
全体 で70条 か らなる同法の概要は次のようなものであった(43)。
(1)腐 敗 ・違法行為の規定:選 挙にかかわ る不当な行為 を,腐 敗行為 と
違法行為に分け,内 容を規定 した。すなわち腐敗行為は買収,供 応,
不当威圧,替 玉投票,選 挙運動費用の虚偽報告 ・記載の5つ で,道 徳
的に悪 もしくは不正 ととらえらえられるもの を指す。違法行為は選挙
に関連 した場合 に腐敗が生 まれる恐れがある,違 法な支払いや使用 ・
法定選挙運動費用の超過などを指す。
(2)法 定選挙費用の決定:選 挙区を都市部,郡 部に分け,そ れぞれ選挙
運動費用の最高額(法 定選挙費用)を は じめて定めた。超過 したとき
には当選が無効になる。 なお法律施行直後の85年 選挙では,最:高 支出
額でも80年選挙時のおよそ3分 の1に 減 った。
(3)選 挙事務長の設置:候 補者が選挙事務長 を1名 任命 し,選 挙運動に
関する会計のすべてを委任する。
(4)連 座制:候 補者本人の違反はもちろん,選 挙事務長以下,全 運動員
を含む代理人が腐敗行為 ・違法行為 を犯 したときに連座 し,当 選が無
効になる。 当選無効 を免れる得るのは,厳 格に規定 された条件 を満た
した時のみ。
(5)罰 則:腐 敗 ・違法行為があった場合,そ れが候補者本人によるとき
は,腐 敗行為に対 しては,選 挙権 は7年 間,被 選挙権は当該選挙区で
永久に,他 の選挙区でも7年 間停止される。買収 と替玉投票について
は代理人が違反 した場合 でも同期間停止。本人 ・代理人による違法行
為 に対 しては,選 挙権は5年 間,被 選挙権は当該選挙 区で7年 間停止
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され る。なお代理人による腐敗行為に対 しては,当 該選挙 区で7年 間,
違法行為 については最長で7年 を限度 として議会が存続中は停止され
る。
⑥ 選挙裁判:選 挙裁判所 を設置す る。選挙の迅速化 を図 るとともに,





1883年 防止 法の規定 が厳 格 であ った ため 画期 的 な効 果 を発揮 した ことは
間違 いな い(44)。翌84年 の国民代表 法(RepresentationofthePeopleAct)
に よって有権 者は それ までの315万 人か ら567万 に激増 したに もかかわ らず,
す くな くとも防止法制 定の20～30年 後 には,選 挙腐 敗 はほぼ完全 に姿 を消
した とい われ㈹,今 日では選 挙違反 とい う言葉 自体 が死 語に な りつつ ある。
なお1885年 議 席再配分 法に よ り,腐 敗選挙 区か らは議員選 出権iを剥 奪す る
こ とも決め られ た。
とはい え指 摘 しておか なければ な らない点 は,同 法 が規 制の対 象 とした
の は選 挙 お よび候補 者が 中心 であ ったため,不 備 な点 も少 な くなか ったこ
とで ある。何 よ りも実際 に政 治上 の権 限や権 力 を もつ大 臣 ・議 員は もちろ
ん,公 務 員の行動 も規制 の対 象 ではなか ったので あ る。 ところが 当時は立
法 国家か ら行政 国家へ の移行 期 にあた り,公 務 員 の権 限増大 に と もない規
制 が必要 に なって きていた。 この ため1889年 には まず,地 方公 共 団体 の職
員 ・議 員 を収 賄罪適用 の対 象 とす る,公 共 団体 汚職行為 法(PublicBodies
CorruptPracticesAct)が 制定 されて い る。1906年 に は国家公務員 を対象
に した腐敗 防止法(PreventionofCorruptionAct)も作 られ,16年 に は
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罰則の強化 もおこなわれた。だが本稿の冒頭に も記 したように,政 治倫理
を支える歴史 ・文化 を考えるうえで重要な点であるが,法 律で規制するこ
とがなじまない との理由か ら,大 臣 ・国会議員は収賄罪適用の対象から除
外 されていたのであった。
1912年 には,日 本の リクルー ト事件 と比較 されるマルコー二事件がおこ
った。これは無線通信業マルコ一二社から,便 宜の見返 りとして,ロ イ ド・
ジョージ大蔵大臣や ウィンス トン ・チャーチル海軍大臣ら現職閣僚 と複数
の政治家に未公開株が譲渡 されたとの疑惑事件である㈹ 。疑惑の閣僚 らは
証人喚問に呼ばれたが,法 的に取 り締 まる規定がないため司法による裁き
は受けなか った。 しか し世論の反発 を前に,当 時のアスキス内閣は 「閣僚
行為規範」を設けるにいたった。 これ以降,制 度 を整えながら今 日もなお,
首相から閣僚に手渡 されているものである働。内容は公表されることがな
いためその全容 は必ずしも明らかではないが,文 字通 り閣僚の行為を規定
す るもので,内 閣の役割などを初め として,カ ネに関す るものとしては,
贈答品や便宜供与の授受,私 的利権 と公的利益が競合す るときの対処の し
方などが きめられている(48)。
他方 で,献 金や選挙費用をは じめ,政 党財政にかかわる制度の整備 も進
め られた。背景 としては,党 の中央組織に対 し,地 方か ら選挙費用の負担
を求め る声が増大 してきたことが大 きな原因の一つにあげられ る。ζれは
19世紀末か らの産業構造の変化に ともない,地 主をは じめとした従来の富
裕者層が選挙資金を供与しつづけることができな くなり,さ らには真の二
大政党制が確立 して くることによって,ほ とんどすべての選挙区で選挙戦
が行われるようになったか らであった。
ともあれこうした背景の もとに,カ ネが必要 となった政党は,新 らたに
力を持 った新興ブルジョアジーが貴族やナイ トなどの爵位 を欲 しがったこ
とか ら,そ の授与の見返 りに献金 をさせ党財政に当てていた。1922年 に爵
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位売 りが問題視され,調 査委員会の報告に基づ き,25年 には爵位売 りが法
律(HonoursAct)で 禁 じられた。これによ り,自 由党は党分裂で力 を失
っていたことと相侯って,資 金不足から全選挙区に候補 を立てることがで
きず急速に勢力を弱めるにいたる。他方で,保 守党は個 人よ りも企業献金
に多 く依存 し党財政の強化 を図るようになっていった。
こうした政党の収入状況の変化にともない,法 定選挙 費用に見られるそ
れ までの 「出」の規制 に加えて,「 入」も対象にされるようになっていった。
まず1913年 には,有 権者の中で最大の割合 をもつにもかかわらず資金不足
となっていた労働勢力(労 働党)に 対 し,一 定の条件の もとで政治資金支
出を認め る労働組合法が制定 されている。これは組合基金への拠出を拒否
す る組合員が届け出た場合にはその分担金 を免除す るが,こ の手続 きを取
らない組合員は自動的に労働党に献金するものであった。こうしたなか26
年5月 には,ゼ ネ ・ス トに向けた労組の動 きが見 られた。結局ゼネ ・ス ト
は不発に終わったが,こ れにより保守党は27年 に,あ らか じめ届け出た組
合員にかぎり分担金を拠出させる制度に変 え㈹,労 働党の勢力を縮小 をは
か った(50}。第二次大戦後に労働党が政権 をとったことから46年 には,13年
法に基づ く制度に戻されている。けれ ども84年 にいたり,サ ッチャー政権
のもとで作 られた労働組合法により,労 組は10年 毎の秘密投票で,政 治献
金拠出に対す る組合員の承諾 を得 ることが義務づけ られた。企業献金に関
しては,67年 の会社法により,企 業が年間50ポ ン ド(のちに200ポ ン ドへ引
き上げ)以 上献金 した場合 には,政 党名 ならびに金額 を取締役会の報告書
に記載す るこ とが義務付け られている。だが賦金に上限がないこと,お よ
び小 口に分散 された場合は献金の実態がわか らないとい う問題はある。





ンス,郡 部では7ペ ンスに引き下げられている。 さらに28年 には婦人参政
権拡張によって有権者が増大するにもかかわらず,選 挙費用の増大 を防止
す るために,郡 部では有権者1人 当た り6ペ ンスにされた。 この後は基礎
額 ・付加額 とともに,見 直 しを行 ないながら今 日の制限額にいたっている。
72年 に,建 設会社のポールソン社が公共事業受注に際 し,国 会議員 ・地
方議員 ・官僚 らに贈賄 したポールソン事件が発覚 した。最終的には市会議
員や公務員 ・ジャーナ リス トら21人 が有罪判決 を受けたのだが,こ の中に
はやは り国会議員は含 まれず,議 会での処罰もなつかた。74年 に政権の座
に着いた労働党は,翌75年 までに利害関係登録制度 を成立 させ るにいたっ
た(5')。これは議員の資産公開制度に相当するもので,報 酬 を得ている職名,
議員 として個人的に依頼を受けて収益 を得た場合の相手の名前,資 金援助
者名など,議 会活動に影響 を及ぼす可能性がある歳費以外の収入 ・資産等
を議長に報告させ ることにより,資 金の流れを明らかに しょうとす るもの
である。登録簿は閲覧でき,コ ピー を買 うこともできる。 しか し報告 をお
こなわなかった り,虚 偽の報告 をした場合 でも,罰 則は決められていない。
ここに も議員に対す る特別の見方が反映されている。 また登録対象は本人
のみであ り,家 族等は除外 されている。85年 には利害登録義務が議会報道
の担当者などに も拡大 された(登 録簿は非公開で閲覧できるのは下院議員
のみ)。なお75年 か らは,政 党間の資金格差 を小 さくするこ と,政 党 と他の









所を明確 にするなど,主 として政治資金の 「入」 を中心に規制が行われて
いるのに対 して,イ ギリスでは選挙にかかわる資金の 「出」を中心 とした
規制がなされている。 また本文で も言及したように,ア メリカでは上級公
務員 も政府倫理法の規制対象であ り,現 行規定では,250ド ル以上のもてな
しや贈 り物などは,条 件によっては配偶者や扶養i中の子供の分 も報告 しな
ければならない。 またロビイス トとして企業などの利益のために活動す る
場合には,上 下両院の事務総長に届け出をし,4半 期ごとに収支報告 をし
なければならない。つまりアメ リカでは,政 策の決定 と実行にかかわる資
金の流れを透明化する取 り組みがなされているのである。なお93年1月 に
は クリン トン大統領の命令 によ り,連 邦上級公務員が任期終了後5年 間,
所属 した機関の職員にロビー活動 しないことなどが決め られ,い っそ うの
厳格化が図 られた㈹ 。
では日本の実態はどうであろうか。これまでも政治資金規正法 ・公職選
挙法などが存在 し,連 座制なども盛 り込 まれていたが,そ れらがほ とん ど
効力 をもってこなかったことは周知の通 りである。たとえば金丸事件では,
金丸の逮捕理由は脱税容疑であ り,東 京佐川急便から贈 られた5億 円の献
金に対 しては,政 治資金規正法の量的制限違反で20万 円の略式命令がなさ
れただけであった。「ザル法」といわれ続けてきた政 治資金規正法の本質が
端的に現れていると言えよう。他の事例 を見ても,こ れらの規制が作用 し
たことは極めてまれである〔54》。
こうした事態に対処するために も作 られたのが94年 の政治改革関連4法
であった。そもそも94年の諸制度は,リ クルー ト事件 をきっかけに,「政治
家の倫理」が問われ出したことに端 を発する。 その後 も共和,佐 川,ゼ ネ
コン,・金丸事件などの金銭スキ》ンダルが続出し,制 度 自体の不備 も指摘
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されるようにな り,対 応が不可避 となったのであった。 ところが倫理確立
にむけた論議 をすすめ る過程で,問 題は政治家個人の倫理のあり方ではな
く,選 挙制度にこそ本質があるとされはじめた。すなわち中選挙区制ゆえ
にカネがかか り,腐 敗が不可避的に惹起されるというものである。 これゆ
えに第8次 選挙制度審議会の答申をもとに,最 終的に小選挙区比例代表並
立制の導入をはじめ とす る,諸 規定が盛 り込 まれたのであった。
それ ら政治改革関連4法 の うち,カ ネに関係す るものに,(の 改正公職選
挙法,(イ)改正政治資金規正法,(ウ)政党助成法がある。(カにつ いては買収な
どの悪質な選挙違反をおこなった場合の連座制強化が盛 り込 まれた。すな





体の寄付制限の強化,③ 収支報告書の詳細化が図 られた。'また④ 同法に違
反 し,罰 金刑 に処せ られたものは5年 間,禁 固刑 に処せ られたものは実刑
期間 とその後5年 間,執 行猶予 となったものは猶予期間終了まで,選 挙権 ・
被選挙権 を失い,選 挙運動 をおこなうこともできないとされた。㈲ は文字
どお り,政 党の政治活動に政党交付金 を与えるものである。中にはこれま
でよりも規制が緩和 されたものがあ り,あ るいは制度 自体に問題が投げか
けられるものがないわけではないが55),概 して,こ れまでの規制法に比べ
てかなり厳格 な規定がなされた といえよう。
しか し冒頭に言及したように,政 党からの大 口献金要請 と,企 業 ・業界
団体の応諾に端的に現れた,「 立法の精神」に逆行す る動 きがすでに見 られ
るのである。のみならず新法が発効 して初めて行 われた95年4月 の統一地
方選挙では,連 座制適用の対象 となる多くの問題 も発生 している。候補者
(361)203
政経論叢 第64巻 第3・4号
の親族や関係者による,現 金 をは じめ,腕 時計など品物の供与,飲 食のも
てなしなどがおこなわれたのである㈹。
確認 してお くべ きことは,94年 法はイギリス1883年 法 と同様,権 力者 ・
政治的指導者の選出過程の一部に対する規定 を設けただけという点である。
この限 りにおいては,現 在 もまったくと言ってよいほど無視 されている法
定選挙費用を厳守させ ることはできない。 しかも政党 ・政治家の集金 シス
テムは,基 本的には既存の ものを踏襲 したため,こ れまでの政治家一企業'
の関係は温存 されたのだった。
他方で94年 法は,実 際に権力を行使する政治家,強 力な権限をもつ官僚,
およびそれらと密接な関係 をもつ業界団体や企業の行動 に対する規制は し
ていない。 もちろんこれまでも,閣 僚 ・政治家の資産公開制度,贈 収賄に
かかわる刑罰規定,公 務員法の諸規定などが存在 した。 ところがこれらの
制度や規定が,政 治資金規正法や公職選挙法などと同様,実 際には十分な
機能を果たしてきたとは言いがたいのである。 したがって今後は,何 より
も,政 治家 ・政党 と企業 ・団体 との不明朗な関係 を改善す るために企業 ・
団体献金の廃止を断行することが必要である。これに合わせ て,ア メリカ
においておこなわれたような小 口献金の奨励が必要 であり,同 時に政党組
織の整備 もおこなわれなければならない(57;。また官僚の収賄を防 ぐために
も,そ の行為 を把握することに努めるとともに,行 政改革に ともな う規制
緩和によ り,権 限をできるかぎり低減化 してい くことも必要である。この
ほかに も,連 座制のいっそうの強化,政 治資金収支のさらなる明朗化 をは
じめ として,現 在ほ とんど意味をもたない政治活動費と選挙運動費の区別
を廃止 して,政 治資金のもとに一本化するなど多岐にわたる改善が考えら
れる。




手段を使 ってでも当選を目指す候補がお り,他 方でひとたび当選 したなら
ば,次 回の選挙費用を確保するため,あ るいは私腹 を肥やすための誘惑が
あふれているか らである。その意味では,法 的に不備があればそれ を修正・
新設することは必要だが,法 的規制だけで問題の解決 を図ろうとすること
はあまり建設的な方法ではない。
今後は少な くとも,イ ギリスにおけるような選挙時に腐敗行為 をす るこ
とが恥ずかしい と感 じざるを得ない状況 ・文化 を作る必要がある。そのた
めには,ア メリカにおける政治倫理教育 を重視す る必要があるし㈹,あ わ
せてイギリスにみ られる選挙 ボランティア育成,お よびそのために も政党
側の魅力ある政策や組織づ くりが必要 となる。
いずれにせ よ政治倫理 は,法 体系 をは じめ として,政 治 ・経済 ・社会全
体にかかわり,政 治家 ・企業 ・団体 ・有権者など個別ファクターの相互作
用により構築 されてい くものである。 また既述の通 り,政 治倫理に反す る
行為は,政 治的資源の配分を歪め,政 治的不平等 を生み出し,何 より政治
家や政治システムに対する有権者の信頼 を失わせ る。ひいてはそれは,政
治のぞものの正当性 をな くさせ るなどの弊害を生む。 したがって政治倫理





資料 アメ リカ ・イギリス ・日本における現行政治資金規制制度
ア メ リ カ
イ ギ リ ス 日 本
連 邦 議 会 大 統 領
主な根 連邦選挙運動法 連邦選挙運動法 会社法 政治資金規制法
拠法 大統領選挙運動基金法 労働組合法
国民代表法
寄附の 寄附の量的制限 同友(但 し,大 統 領本選挙 で公 労働組合,雇 用者団体 の一般会 寄附の量的制限
制限 ①総枠規制 費補助 を受 けるこ とを選択 した 計 か ら政治 目的の支 出を行 な う ①総枠規制
・個 人 → 年 間25,000ド ル 候補者 は,寄 附 を受領す るこ と こ とは禁止 (a>個人
②個別規制 は で き な い。) 別個に政治基金を設置して政治 ・政党(政 治資金 団体)
(a>個 人 目的の支出 を行 なう →2 ,000万 円
・候 補者又は その授権委 員会 ・その他 の政 治団体
→1選 挙 毎1,000ド ル 政治基金の条件 →1 ,000万 円
・全 国政党委員会 ①政治目的の支出は政治基金に (b)会社,労 組 等の団体
→ 年 間20,000ド ル よる ものに限定 ・政党(政 治資金 団体)
・その他の政治委員会 ②構成員の任意の拠出による →750万 円～1億 円
→ 年 間5 ,000ド ル ③構成員による拠出を組合又は (資本金,組 合員等 によ る)
(b)多数候補者政 治委 員会 団体加 入の条件 と しない ・資金管理 団体
(PAC) ④拠出をしない構成員を差別し 375万 円 一5,00(万F9
・候補者又 はその授権 委員会 ない
→1選 挙 毎 に5,000ド ル ⑤労働 組合は,10年 ご とに基金②個別規制
・全国政党委員会 設置の賛否 を組合員 に諮るこ と (a>個 人
→ 年 間15,000ド ル ・同一政 治団体 →150万 円
・その他の政 治委員 会 その他の寄附制限 はない (b)会社,労 組等の団体
→ 年 間5,000ド ル 資金管理 団体 →50万 円
(c)政党委員会 ・政党(政 治資金団体)へ の寄
・候補者又 はその授権 委員会 附は総枠規制のみ
→1選 挙 毎 に5,00(ド ル
・全国政党委員会 ③パー テ ィー券購入制限
→ 制限 な し ・1回 の政治資金パー ティー
・その他 の政治委員会 につ き →150フ 了円
→ 年 間5 ,000ド ル
???? ????
? ? 。 ??
? ??
ア メ. リ カ
イ ギ リ ス 日 本
連 邦 議 会 大 統 領
寄附の 注)多 数候補者政治委員会と認 寄附の質的制限
制限 定 されない政治委員会 による寄 ①国や地方公共団体から補助金
附の制限額は個人と同様の規制 等を受けている会社等の寄附の
を受けるが年間の総額制限の適 禁止








⑥100ド ル を超え る現金 による寄
附の禁止
支出制 政党 による候補 者の ための関連 公費補助を受ける選択をした候 選挙運動費用の限度額 な し(但 し,公 職選挙上 の法定
限 支 出につ いて制 限 補者と政党に適用 ・県選挙 区 選挙費用の規定がある)
・上院議 員選挙 予備選挙 →1,000万 ドル 4,330ポ ンド+立 候補 した選挙
20,000ド ル 又 は2セ ン トx当本選挙 →2,000万 ドル 区の有権者数 ×4.9ペ ンス
該州の有権者数 候補者指名政党全国大会 ・都市選挙 区
・下 院議 員選 挙 →400万 ドル 4,330ポ ンド+立 候補 した選挙
10,000ド ル それぞれ物価上昇率に合わせて 区の有権 者数 ×3.7ペ ンス
いずれも物価調整上昇率に合わ 増額(1974年 基準 〉 その他個人費用として合理的範 噛1
せ て調整(1974年 基準) 政党 による候補 者のための支出 囲 内の支 出が認め られ る 鴨
は2セ ン ト×有権 者数
収支報 候補者に係わる政治委員会 大統領候補に係わる政治委員会 zoosン ドを超える政治献金 をし年1圓 自治大臣又は都道府県選
告義務 ・選 挙のあ る年 は選 挙の前後 と ・選挙 のある年 は月例,選 挙の た企業 は,寄 附先 と金額 を貸借 管届出
4半 期 毎(4/15,7./15,lo/15,前後,年 末(11月,12月 の報告対照表に添付する取締役報告に
年 末報告翌年1/31,予 備選 前,は選挙の前後の報告で代替する 記載しなければならない労働組
本選前後の計7回) の で計13回 〉 合及び使用者団体は年間の収支




収支報 その他の政治委員会 ・選挙 のない年 は月例又は4半 Officer)に 提 出
告義務 ・選挙 のあ る年 は選挙 の前後 と 期毎




は,そ の授権 委員会の収支 も取
りまとめ て報告
公開基 200ド ル超の寄附 をした ものの氏同友 選挙運動 費用,個 人費用につ い 政党(政 治資金団体)
準 名等を発表 ては公開 →5万 円超
支出につ いて も同額 政治資金一般 についての公開制 その他の政治団体





税の優 1986年 の税制改革 で廃 止,そ れ同左 一定の要件 を満 たす政 党への寄 所得金額の25%を 限度に特定奇
遇 までは50ド ル を限度に50%の 税 附について譲渡税 の免除 附金として所得控除(個 人の寄
額控除 附 に限 る)
(「特定寄 附金 の支出額」 と 「各
種所得額 の合 計額の25%」 との
い ず れ か少 な い 方 の 金額)一
10,000円
また,政 党へ の個 人の寄附 につ
いては30%の 税 額控 除 との選択
制
国 庫 な し 予備選挙 一般的 な制 度はない。議 員2人 受給要件
(公費) ・250ドルの小 口献金に対 してマ以上 を有 す る会派,又 は議員1 ①所属国会議員5人 以上を有す
補助 ッチ ングファン ド方 式で補 助, 人を有 し,か つ直前の総選挙 で るか
支出限度額の半額を限度とする 合計150,000票 以上 を獲 得 した② 国会議員 を有 し,か つ 前回の




? ? ? ? ア メ リ カ
イ ギ リ ス Ei本





・400万 ドル に物価上 昇率 を加
えた額
(いずれ も1974年 基準)
直萌の総選挙 で獲得 した議 席数
に3,442.5ポ ン ドを乗 じた額 と獲











る。 この方式 はアメ リカ独特の
もので,納 税額の うち3ド ル を
・交付金額は各政党の前年 の収
入 の2/3を 上限 とす る
大統領選挙運動基金の積み立て
に使用す るよう指定 する制度 で
あ る。チ ェックオフするこ とで
納税 額の変更は ない
93年 の改正に よ り1ド ルか ら
3ド ルに増額
(なお,各 政党 は交付金の死 とを
記載 した報告 書 を提出 ・公開,
報告欝 は公認会 計士,監 査法 人
に よる監査報告 魯 を添付,支 出
の公開 は5万 円以上)
監督機 ・ウオー ター ゲー ト事 件 を契機 とした1974年 の連邦選挙運動法の ・1975年 の政 治資金規正 法改正
関 改正で同法上の監督機関として独立行政機関である連邦選挙委員 の の ち,1976年7月lEl付 で 自
会を設竃 治省内に政治資金繰を設置,収
[構成]大 統領 か ら指名 され,上院の承認を得て任命される6 支報告岱の公開等の事務を行な
人の委員 と上 ・下院 の事 務総 長に よって構成,職 員数は約266名 ってい る。政治資金規正 法違反












α〕 したがって西側諸国だけでな く,東 側の 中枢 であった ソ連の弱体化 および
その消滅に より,東 欧をは じめCISで も,新 憲法の採択や これに ともな う選
挙制度改革など,新 しい政治制度 ・体制の選択がおこなわれるのであ る。
(2)た とえば1つ の市町村ご とに,政 党の支部 ・青年部 ・婦人部 ・職域支部な
どを無数に設け ることができ,そ れぞれが企業などか ら献金を受けることが
できる(参 議院 「政治改革に関す る特別委員会会議録」第7号,1994年1月
6日)。 つま り企業 ・団体献金にたいす る量的規制は実質的になん ら効 力を発
揮 しえない事態 も考えられる。ほかにも,(イ)政治家の後援会 を政党支部に変
えることで企業や団体か ら献金が受けられる,(ロ)献金するものが献金先を指
定 し,政 党 を経由 して資金供与す る 「ひ もつ き献金」の存在 などが指摘 され
た。 また企業献金を廃止するこ とを前提に政党の公的助成導;入が決まったに
もかかわらず,5年 後に見直すことを条件に しつつ も,企 業献金が継続され
ることになったことなどがあ る。
(3)た とえば 自民党(国 民政治協会)は 業界団体 ・企業に対 し160億 円の献金 を
要請 してい る。これは公的助成を満額受け取るために収入 を増や し"実 績"
を作ろ うとす るものである(「 朝 日新 聞」1995年3月17日)。 こうした献金要
請 は94年 末から,企 業や業界団体に対 して始められていたものである。 これ
が政党助成法に規定された 「政党活動の健全 な発達の促進及び公明と公正の
確保 を図」 ることに反すること,な によりも金銭 を介 した業界との癒着 を断
ち切ろ うとした立法の精神 を踏みに じるものであ ることは間違いない。
(4)拙 稿 「政治倫理」福岡政行 ・青木一能 ・大谷博愛編 『世 界の政治比較』(仮
題)(芦 書房1996年 予定)で は,イ ギ リス ・アメリカ ・フランス ・日本 での
政治資金制度の変遷史を中心に,ド イツ,イ タ リアに も言及 している。
(5)三 木会『三木武吉』(非 売品,1958年,521-523頁)。 たとえば代議士の大久
保留次郎はこの中で,「三木 さんはどのような女に も好かれた。女 を統御す る
カ,そ うい うものがやは り政治上の統制力 と相通 じているのだろう」 と述べ
てい る。
〔6)こ の女性問題の他に も消費税 ・リクルー ト事件 ・農政問題があ り,こ れ ら
が原因 となって同年7月 の参議院選挙で敗北 したことから退陣に追い込 まれ
たのだった。宇野の後継 として成立 した海部俊樹内閣で も,就 任直後の山下
徳夫官房長官が女性スキャンダルで辞任 している。いずれにせ よ政治家の異




(7)た とえば,88年 大統領選挙では,.民 主党の指名争いの最有力候補 であった
ゲー り一 ・ハー ト氏は,夫 人の留守中に 自宅で女性 とあっていたこ とがスク
ープ され,一 旦は出馬を断念せ ざるを得なかった(「朝 日新聞」1987年5月8
日)。 もっともその こ再出馬を表明 したが,新 たな金銭疑惑 も持ち上が り,最
終的には再 び選挙戦 を断念 した。
(8)た とえばル ・モン ド紙は,す でに1984年 段階 で娘の存在 を認めていた ミッ
テランの ことば 「それで(EtAlor?)」 をタイ トルに用 い,事 実経過 を掲載
した記事 を載せ ただけであった(LeMonde,1994年11月4日)。
⑨ 戦前の 日本 を例に とって見てみ る。後藤新平が大正末に「政治倫理化運動」
を展開したことが よく知 られている。その趣旨は以下の3文 に集約 される。
1.「 『政治は力にあ らず,奉 仕 なり』 との観念に基 いて行動せ よ,と い うこ
とが,政 治の倫理化 の根本精神 である」。2.「 俗悪 なる實利主義政治の最大
なる弊害は,選 犀の腐敗 である。金力による選犀,情 實に よる選學,権 力に
よる選犀,こ れ等一切の誘惑は,国 家 を危殆に導 く罪悪 である」。3.「 永遠
なる国家民衆の幸福 を期待する大経論の樹立に専念する」(後 藤新平 『政治の
倫理化』大 日本雄弁会講談社,1926年,86一 一8頁)。 注 目してお くべ き点は後
藤が主張す る政治倫理に対する考え方が今 日と大き く異 なっていることであ
る。 この後,1929年 か ら30年1月 にかけて政治腐敗 を扱 った書籍が 多数出版
される。,たとえば松本善進 『政友会罪悪史』(文 政書房,1929年),政 界廓清
連盟編 『政友会罪悪史』(1930年),浜 口雄幸 『強 く正 しく明 るき政治』・(春秋
社,1930年),安 部磯雄 『政治道徳論』(ク ララ社,1930年)で ある。前2冊
はタイ トルの とお り政友会の腐敗を問題に したものであるが,主 眼は政友会
攻撃にあるこ とが読み取れる。浜口の著作はこれら2冊 の延長線上にあ り,
政友会 を攻撃す るとともに,自 分 自身の正 当性 を主張 している。安部の著作
は「利慾の念 を去 るべ し」「名春心を捨てよ」「所謂 窯孚 を避けよ」「情實 を打
破せ よ」 などと訴え,前3者 に比べて偏 りのない正当な主張の ように見える
が,そ の実は端々に無産政党 を売 り込む手段に している。 これ らか ら,仮 に
政治腐敗が問題 となっても,そ れは政治問題化 させ ること ・自分の利益にす
ることに第1の 目的があることがわかる。
(10)こ の点 で,政 治倫理問題は政治家個人だけの ものに帰するのではな く,社
会総体 の問題 として扱われるべ きである。.
(11)客 観的 な判断が困難な例 として,日 本におけるゼネコン汚職 問題 を挙げる
ことができる。 この究明過程で もわかるように,政 治家の活動 は職務権限や






㈲ コ モ ン コー ズ 以 外 で も,政 治 資 金 問 題 を主 要 な 活 動 目 標 と し て い る団 体 は
多数 あ る。 比 較 的 最 近,活 発 な 活 動 を展 開 して い る 一 例 を 紹 介 す る と,The
CenterforResponsivePoliticsやCitizensAgainstPACs,CongressWatch
andPublicCitizenなど が あ る 。 そ れ ら団 体 の 多 くは 書 籍 や 雑 誌 を 出 版 す る
な ど精 力 的 な 活 動 を行 っ て い る(FrankJ.SoraufInsideCampaignFinance:
Myths碑4Soη 砿NewHaven:YaleUniversityPress,1922,p.21)。
(14}NewYorkTimes,1991.10.28.editorial.
(15)ホ ワ イ トウ ォー タ ー 疑 惑 と は,ク リ ン トン夫 妻 が78年 に 友 人 夫 妻 と と もに
設 立 し た 土 地 開 発 会 社 「ホ ワ イ トウ ォ ー タ ー 開 発 」 を め ぐ る疑 惑 を さ す 。 友
人 は 別 個 に 貯 蓄 金 融 機 関 も買 収 して 事 業 を展 開 す るが 結 局 は倒 産 す るに 至 り,
連 邦 政 府 が 預 金 者 救 済 の ため に6千 万 ドル を支 出 す る こ と と な っ た 。そ の 間,
こ の 金 融 機 関 の 資 金 が ホ ワ イ トウ ォー ター 開 発 を 経 由 し て,ク リ ン トン が州
知 事 選 挙 に 出 馬 す るた め の 費 用 に 流 用 さ れ た と い う疑 い 。 ま た 金 融 機 関 の顧
問 弁 護 士 で あ っ た ヒ ラ リー ・ク リ ン トン が,そ の 見 返 りに 便 宜 を 図 っ た との
疑 惑 もあ る(「 日本 経 済 新 聞 」1999年3月24日)。94年12月に な っ て,ヒ ラ リ
ー 夫 人 と 同 じ法 律 事 務 所 に い た ハ ベ ル 前 司 法 次 官 が,経 費 の 水 増 し請 求 と脱
税 の 有 罪 を 認 め,ホ ワ イ トウ ォ ー タ ー 疑 惑 究 明 に 協 力 す る 司 法 取 引 に 応 じ て
い る(「 日本 経 済 新 聞 」 夕 刊,1994年12月7日)。 さ ら に96年1月 に は ヒ ラ リ
ー 夫 人 が 大 陪 審 に 召 喚 さ れ ,自 身 の 疑 惑 解 明 を お こ な う と い う事 態 に 発 展 し
た 。い ず れ に せ よ,96年 大 統 領 選 挙 に 大 き な 影 響 を 与 え る もの と考 え られ る 。
Us「 朝 日新 聞 」1994年12月23日 。 同 記 事 で は,マ サ チ ュー セ ッ ツ 州 で ケ ネ デ ィ
ー 候 補(民 主)が 約1000万 ドル,バ ー ジニ ア 州 で ノ ー ス候 補(共 和)が 約2000
万 ドル を つ ぎ込 ん だ と して い る。 カ リ フ ォ ル ニ ア州 を初 め とす る 各 州 で の選
挙 費 用 の 増 加 は,と りわ け 共 和 党 の 費 用 を92年 よ り も3割 近 く増 大 させ,わ
ず か な が ら 民 主 党 を上 回 る こ と に な っ た。
(17LarryMakinson,OpenSecrets:7劾Encyclopediao}Coηg鴛∫'o紹1
MonkandPolitics,3rded.,(Washington,D。C:CongressionalQuartery,
1994)P,2.な お 選 挙 費 用 の 増 大 化 は,各 候 補 ・議 員 の 多 額 の 集 金 を 必 然 化 す る。
92年 上 院 議 員 の 場 合,選 挙 に 必 要 と さ れ た 平 均400万 ドル を6年 間 の 任 期 中 に
集 め る とす る と,毎 週 お よ そ1万2千 ドル ずつ が 必 要 で あ った(GregD.Kubiak,
TheO痂14α11)o初 ぼ7物 ひSSα ηα'θandCampaignFinanceReform,
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Norman:UniversityofOkulahomaPress,1994,pp.6-7)。こ の数 字 か らす
る と,94年 選 挙 の 各 州 で の 費 用,と くに カ リ フ ォ ル ニ ア州 上 院 選 の2900万 ド
ル が い か に 異 常 な高 額 か が わ か る。
(18)「 朝 日新 聞J1994年10月24日 。 近 年 で は相 手 候 補 を 攻 撃 す る ネ ガ テ ィ ブ キ ャ
ンペ ー ンが 盛 ん で,94年 選 挙 で は,テ レ ビ に 映 した 相 手 候 補 の 顔 を ク リン ト
ン大 統 領 の 顔 に 変 え て い くな ど の 画 像 処 理(モ ー フ ィ ン グ)技 術 な ど が 多 用
さ れ た。 こ の よ う な イ メ ー ジ選 挙 と メデ ィ ア の 重 用 は,政 治 コ ンサ ル タ ン ト
や メデ ィ アへ の 支 出 を増 大 させ る原 因 で あ り,同 時 に 選 挙 費 用 の 需 要 を増 す ・
こ とに な っ て い る。 な お 選 挙 費 用 の う ち,上 院 議 員 選 挙 で は35%,下 院 議 員
選 挙 で25%が メ デ ィ ア へ の 支 出 で あ る と い う調 査 や,60%以 上 が 当 て られ て
い る との 報 告 も あ る(大 曲 薫 「ア メ リ カ に お け る政 治 資 金 規 制 改 革 の 展 開 」








Finance,Boulder:WestviewPress,1990,p.188)。本 文 で 述 べ る よ う に,74




Elections,(NewYork:M.E.Sharpe,1994)は大 規 模 なPACか ら小 規 模 な




⑫4)「 日本 経 済新 聞 」 夕 刊,1994年11月28日 。
㈱ 前 掲,大 曲,p。63。
⑳ あ ら た め て 言 う ま で もな く,、州 レベ ル で は 企 業 献 金 を認 め て い る と こ ろ も
多 い 。 禁 止 され て い る の は19州 だ け で あ る(鷺 坂 長 美 「ア メ リカ の政 治 資 金




⑳ こ う した 状 況 を分 析 し,1952年 以 降 をTheMediaAgeと称 す る研 究 者 も
い る(RobertJ.Dinkins,Campaigning∫ηAmerica:AHistoryOfElection
Practices,Connecticut:GreenwoodPress,1989,pp.159-198)。
㈱ 大 泉 淳 一 「ア メ リカ の 政 治 資 金 制 度 関 係 資 料(2)」(『 選 挙 』1990年5月 号,
29頁)。
㈲ こ の 内 容 お よ び 成 立 の 背 景 に つ い て は,松 橋 和 夫 「米 国 公 務 員 に 関 す る 二
つ の 改 革 立 法 」(『 レ フ ァ レ ン ス 』第355号,1978年,117-125頁),なら び に藤
本 一 美 『ア メ リカ 政 治 の 変 革 』 第6章 「政 府 倫 理 法 の 成 立 と展 開 」(第 三 文 明
社,1993年,143-162頁)参照 。 『
㈲ 改 正 の 背 景 と改 正 案 に つ い て は,大 曲 薫 「政 治 資 金 規 制 制 度 改 革 に 動 き 出




(32)大 曲 薫 「大 統 領 選 挙 運 動 基 金 の 危 機 」(『 レ フ ァ レ ン ス 』第467号,1989年)
103-109頁 。
(33)89年 選 挙 で は,基 礎 額 が3648ポ ン ドで,付 加 額 は 都 市 部 に お い て は3・1ペ
ン ス,農 村 部 で は4・1ペ ン ス に 定 め ら れ て い た 。
働 前 田 英 昭 「イ ギ リス 政 治 資 金 は 厳 し く規 制 し な い の が 流 儀 」(『 世 界 週 報 』
1993年9月21日 号,時 事 通 信 社)11頁 。
(35)HomeAffairsCommittee,FundingofPo腕ガ6認Parties,2ndedition,
(London,HouseofCommons,1994.E)PP-viii～ix.なお 保 守 党 独 自 の 公 表 に
よ る と,93～94年 の 同 党 の 収 入 は 約1400万tン ドで,う ち寄 付 は 約937万 ポ ン
ド,選 挙 区 か ら約75万 ポ ン ド,出 版 物 販 売 な ど で お よ そ400万 ポ ン ドを得 て い
る(Conservative,Annumre;)onandaccounts,1994.3.pユ0)。
(36;選 挙 放 送 用 の 番 組 制 作 費 は,1回 に つ き20万 ポ ン ド程 度 か か る と言 わ れ る







㈲ た と え ば,反 対 党 に 投 票 し た 人 の 店 に チ ョー ク で 印 をつ け 不 買 の 目印 に す
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る,あ るいは食料 を配 ったり,酒 場で 自由に飲み食いさせる,イ ヌやネ コ,
本などを法外 な値段で買いあさるなどさまざまな手段がとられた(犬 童一男・




(42討 論の概要は,NHK『 か くして政治はよみがえった』(pp.58-66)を 参照。
(43;具 体的な内容は,前 田英昭『イギ リス議会政治の研究』(鶏 林出版社,1990
年,468-505頁)を 参照。
伽)成 田憲彦は 「一片の立法によってたちまち駆逐 されたとしば しば描かれる
構図が どこまで正 しいか」 との疑問 を投げかけている。 その うえで,1880年
選挙後に提起 ・審理 された選挙訴訟が少なか ったこと,腐 敗行為が当選に不
可欠 ならば法律が可決されるわけがないこ とを挙げて,実 際の理由 として,
1.既 存の法律が効果 を発 してきたこと,2.議 員に負担感が強 くなったこと,
3.土 地所有者が没落 して きたことを,4政 党制が発達 してきたことなどを腐
敗減少の理由に挙げている(成 田憲彦 「イギ リスにおける政治浄化の試み一
1883年 腐敗行為 ・違法行為防止の制定」(『レファレンス』469,国 立国会図書
館調査立法考査局,1990年,27-29頁)。 犬童一男は伝統的腐敗区を退治した
1885年 議席再配分法と83年 法の相乗作用 と見ることができるとしている(NHK
『か くして政治はよみが えった』96-97頁)。また前田英昭は83年 法の効果 を主
張す るチャールズ ・シー モアやオス トゴロスキーを引用するとともに,政 党
幹部 ならびに裁判所の積極的姿勢 および国民の道徳観の変化 を上 げている
(前田 『イギ リス議会政治の研究』508-51c頁)。
㈲20年 説 をとるもの(NHK『 か くして政治はよみがえった』75頁),30年 説
をとるもの(前 掲,成 田論文,27頁)が ある。 なお選挙違反最後の事例 とな
った もの として1923年 に起 こった,バ ーウィック選挙区におけ る選挙事務長
の選挙費用の虚偽報告,オ ックスフォー ド選挙区での選挙事務長のItン ド
3シ リングをごまか しによる,そ れぞれの候補者の当選無効がある(前 田英
昭『政治腐敗 防止法 を考 える イギリスの教訓 と日本の課題』,信 山社,1993,
50-51頁)o
(46,'NHK『 か くして政治はよみがえった』116-122頁 を参照。
(47現 在の統一的 な行為規範 となったのは,1952年 当時のチャーチル首相が下




㈹ ウィルソン内閣の 「行為規範」の うち,金 銭 に関係するものについては 『か
くして政治はよみが えった』(150-155頁)に 一部が紹介されている。なお「行
為規範」の規制 を受けるものには,大 臣のほか政務次官 ・院内幹事 も含まれ
る。
(49)1913年 の労働組合法では,文 書によって届けるこ とで基金の拠出を拒否す
る 「契約に よる分担金免除(contracting-out)」 方式 が採用 され,27年 法では
逆に届け出た組合員に限 り拠出金 を求め ることが可能な 「契約による分担金
負担(contracting-in)」 方式が採 られ ることになったのである(成 田憲彦 「イ
ギリスの選挙運動費用 と政治資金の規制制度の概要」『外国の立法』第14巻1
号,国 立国会図書館調査立法考査局,1974年,8-9頁)。
(50;組 合 を通 して加入 していた労働組合員数は,21年 法以前には323万8939名 で
あったものが,27年 法以降は202万5139名 に激減 した(前 掲成田論文,8頁)。
なお組合員の労働党への資金拠出率は1925年 の75%か ら38年 には48%に 下落
している(K.Ewing,丁 勉Funding()fPoliticalPartiesinBritain,Cam-
bridge,CambridgeUniversityPress,1987,p.51)。
(51;1989年 版の登録簿の大部分が 『か くして政治はよみが えった』180-184頁)
に紹介 されている。
62)NHK取 材班 ・犬童一男 『影の内閣 イギ リス・政権交代への備 え』(日 本放
送 出版協会,1990年,22頁)。
(53,齋 藤憲司 「ア メリカの連邦上級公務員の倫理命令」(『レファレンス』第509
号,1993年6月),91-93頁 。
64>金 子清前新潟県知事は,東 京佐川急便からの1億 円ヤ ミ献金 を隠 して,虚
偽の政治資金収支報告 を作成 したことから政治資金規制法違反で起訴された。
一審有罪判決後は,控 訴 を断念 し,94年11月,同 規制法に基づ く有罪が確定
した。
(55)吉 田善 明 『政治改革の憲法問題』(岩 波書店,1994年)は 政党への公的助成
の問題点 を論 じている。 その内容は第8次 選挙制度審議会の答申を巡 るもの
が主体で,94年 の政党助成法には直接言及はされていないが,逆 に同法がど
の ような論理 ・背景の下 の作 られてきたかわかる。
(56)「朝 日新聞」,1995年4月19日 。これ を見 る限りでは新制度の有効性 も必ず
しも十分 なもの とは言いがたいが,イ ギリスでも1883年 法制定後,腐 敗がな
くなるまで20～30年 かかったことを考 えると,あ としばら く事態の推移 を見
る必要が あろ う。
㈲ アメリカでは1971年 連邦選挙運動 法による個人献金に対する制限に ともな
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い,政 党 は ダ イ レ ク ト ・メ ー ル や 電 話 に よ る資 金 集 め をお こ な い,80年 代 は




側 中 邨 章 「ア メ リ カ に お け る政 治 倫 理 の 中 心 概 念 」(『 ア メ リカ に お け る政
治 倫 理 』選 挙 研 究 シ リー ズNo.3.,日 本 選 挙 学 会,1990年)は こ れ ま で の 制 度
に よ るネ ガ テ ィ ブ ・ア プ ロー チ に 加 え て,80年 代 以 降 ポ ジ テ ィ ブ ・ア プ ロ ー
チ と よ ば れ る,政 治 倫 理 教 育 が お こ な わ れ る よ うに な っ た こ と,お よ び 大 学
教 育 の 中 で も倫 理 教 育 が お こ な わ れ て い る こ と を 紹 介 し て い る 。
(375)217
